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権力基盤を強化したムシャラフ大統領

牧 野 百 恵

概 況

年はムシャラフ大統領の権力基盤の強化が目立つ 年であった。大統領は

年末の憲法改正を実現する代わりに，野党の統一行動評議会（MMA── 宗

教政党の政治連合）と取引して陸軍参謀長の辞任を公約していたが， 月に大統

領と陸軍参謀長の兼職を可能にする法律を両院で可決させることに成功し，結局

年まで陸軍参謀長を兼ねることとなった。憲法改正の折に憲法から切り離さ

れた国家安全保障会議（NSC）の設置に関する法案も両院で可決され，国家統治に

おける軍の役割が法的に賦与されたため，大統領が軍職を兼任し続けることの意

義は大きい。さらにもともとあまり発言力のなかったジャマーリー首相に代わっ

て，財務相として有能であるが政治的基盤がないために大統領にとって扱いやす

い，ショウカト・アジーズが新首相に就任した。

ムシャラフ大統領の基盤強化と，その一翼を担っているアジーズ首相の誕生で，

財政赤字削減をはじめとするマクロ経済安定のための経済政策にも一貫性が保障

され，パキスタン経済にとってはプラスであった。 年度の実質GDP 成長

率は ％を記録し，それを牽引したのが大規模製造業の伸び（対前年度比 ％

増）であった。カラチ証券取引所（KSE）株価指数 KSE が暦年で ％上昇し

たことや，外国直接投資（FDI）の増加（同 ％増）は，投資家のパキスタン経済

に対する信頼増大を表しているといえよう。

対外関係でも昨年からの一貫性が保たれ，対インド関係が改善し，アメリカと

の テロとの戦い の同盟関係がさらに強固なものとなった。 月の第 回南ア

ジア地域協力連合（SAARC）会議で，印パ両国首脳会談としては 年半ぶりとな

るムシャラフ大統領とヴァジュペイー・インド首相との会談が実現した。 月か

らは印パ関係の実質的な改善へ向けて 複合的対話 が開始された。対米関係は

経済援助などを通してさらに強化され，核技術漏洩問題についても，核技術者の

個人的な漏洩としたパキスタン政府の決着をアメリカが深く追及することはなか

概 況

年のパキスタン年のパキスタン



った。

年末の公約を破棄

ムシャラフ大統領の権力基盤は 年を通して着実に強化された。そのなかで

も一番目に挙げられるのが， 年 月 日の大統領演説での 年 月 日

までに陸軍参謀長を辞任する との公約を破棄し， 年以降も陸軍参謀長であ

り続けていることである。この公約は， 年 月末，下院解散権を大統領に賦

与する第 次憲法改正案を国会で通過させるために，MMAの妥協を得る代わり

として，パキスタン・ムスリム連盟カーイデ・アーザム派（PML Q──ムスリム

連盟のうちナワーズ派 PML N を除く 分派が 月 日に合体して PMLとな

ったため，同日以降は本文でも PML を用いる）率いる与党側が提案したもので

あった。大統領が参謀長を辞任した時に現在の権力を維持できるかは疑問である

ため， 年以降も参謀長に留まり続けるのではないかという憶測は当初からあ

った。それが表面化したのは， 月 日のファイサル・ハヤート内務相の 大統

領が軍服を脱いでしまったら国が不安定になるだろう という発言である。 日，

ジャマーリー首相は大統領が軍服を脱ぐということは公約であり 憲法の一部で

ある と述べ，野党からの無用な反発を避けるよう試みた。しかし 日，パキス

タン人民党愛国派（PPP 愛国派──PPP のうち親ムシャラフに鞍替えした派閥。

正式にはパキスタン人民党議員団 PPP P にさらに P Patr iots を付けるが，

PPP P 自体， PPP が選挙参加資格剥奪を避けるために名前を替えただけで実体

は変わらないため，本文でも本来のベーナジール・ブットー派は PPP，ムシャ

ラフ派は PPP 愛国派と表記する）がラーオ・シカンダル・イクバール国防相を代

表に大統領に会見し，軍職に留まることを公式に要請した。シュジャーアト・フ

サイン PML Q総裁はこれを， 大統領について物議を醸し出す 動きであると

歓迎しなかった。 日，シェイフ・ラシード情報相は，大統領が， 年末まで

に陸軍参謀長を辞任することを要求している第 次憲法改正に反することはしな

いと発言し，物議を収めようとした。 日，リヤーカト・バローチMMA幹事長

代行が，MMAは 年以降の大統領の参謀長兼職を認めないと断言した。

大統領の陸軍参謀長兼任をめぐる論争は， 月 日，フサイン PML総裁の義

理の弟，パルヴェーズ・イラーヒー・パンジャーブ州首相と同州の PML会議で

国 内 政 治

年のパキスタン



総括された，大統領は参謀長に留まるべきとの意見を皮切りに急展開した。 日，

大統領は 国民の ％が軍服を脱ぐべきでないと思っている と発言し，フサイ

ン PML総裁は，参謀長兼任はMMA のいう憲法違反に当たらないと発言した。

日，ラシード情報相は 国家情勢の変化 を理由に，大統領が 年以降も軍

職を兼任すると発表した。

大統領が陸軍参謀長を兼職することを可能にするための法的措置は以下の経緯

で整えられた。 月 日， 大統領の兼職を可能にする法（President to Hold

Another Office Act） 年 （以下， 年兼職法 と記す）案が下院に提出さ

れ審議が始まった。 日，法案は下院を通過したが，その直前にはアーミル・フ

サイン下院議長に対する不信任案が提出されるなど，野党の抵抗があった。なお，

この不信任案投票は 日に行われ，野党がボイコットして不信任案は否決された。

年兼職法 案は 日に上院に提出され， 月 日上院を通過した。 月

日，大統領が国内不在であったためにミヤーン・スームロー上院議長兼大統領代

行が 年兼職法 に署名し， 月 日に発効が決定した。これにより，ムシ

ャラフ大統領が 年まで陸軍参謀長を兼職することが合法化された。

大統領は 月 日のラジオおよびテレビを通した演説で， 年まで陸軍参謀

長に留まることを宣言した。軍職に留まることにつき，内容的には， 現在の重

要な局面において国内外政策のいかなる変化も好ましくない 最重要課題のひ

とつは，軍部と民主主義の調和を保障することである など様々な正当化の理由

を述べた。また，形式的にも，両院が兼職を認めたこと，それは 憲法で保障さ

れていること を挙げ， 年末の公約については， 年 月までに軍職を

辞任すると提案はしたが 政府とMMA との合意にも，第 次憲法改正でも軍

職を辞任するとの言及はない とした。同日 MMA と民主主義回復連合（ARD

──PPP や PML Nからなる）は， ムシャラフ将軍は 年まで陸軍参謀長に留

まるとしたことで，大統領としての誓いを破ったのであり ，大統領に留まる資

格はないとして， 年 月 日を 暗黒の日 とし，憲法，議会制，民主主義

回復のための反ムシャラフ・デモを合同で行うことを決定した。

国家安全保障会議（NSC）法の成立

ムシャラフ大統領の権力基盤を強めたとして二番目に挙げられることは，

年 NSC法 案が可決され， NSCが法的に承認されたことである。 NSCは

もともと， 年 月 日の大統領命令 年法的枠組命令（LFO Legal

権力基盤を強化したムシャラフ大統領



Framework Order） の中に組み込まれていたが，野党が LFOに反対していたた

めに， NSC議長が NSCの委員たるべき野党党首を指名できず，機能しないまま

であった。しかし 年末， LFOが正式に憲法改正案として国会で採択された

折，MMA が NSCを容認しなかったために LFOから除かれ，別途 NSCの設置

は国会での立法措置によって行う ということになっていた。

NSCは大統領兼陸軍参謀長を議長とし，首相，両院議長，各州首相，陸軍参

謀次長，海・空軍の参謀長などを含む 名から構成され， 国家安全保障上の問

題につき大統領，議会に助言を行うための合議体 （ 年NSC法 前文）であ

る。 年NSC法 の意義は，法が軍に対して，国家統治における役割を賦与

したことである。当初，法案の 国家安全保障上の問題 のなかには， 民主主

義，国家統治，州間利害調整 といったおよそ軍とは相容れない項目も含まれて

いたが，最終的には与党第一党の PML Qの連合与党への譲歩として除かれた

（ ， 年 月 日）。しかし， 国家安全保障上の問題 には 危機管理

というあいまいな文言が含まれ，その解釈によっては軍が 助言 を通して介入

できる事柄が広範囲に及ぶこととなる。委員には野党党首や，MMAが与党であ

る州の首相も含まれるが， NSCは 人かまたはそれ以上の欠席によっても開催

され （同法第 条第 項），全会一致で決議をするわけではないためにあまり意

味がない。

NSC 法案の可決，発効の過程は以下のとおりであった。 月 日， 年

NSC法 案が下院議会に提出され，審議が開始された。MMA や ARDは， NSC

は実質的に議会を軍の下に位置づけるものであると激しく法案に反対した。ジャ

マーリー首相は，とくに MMA に対し，憲法改正の折に NSCの設置は国会で

の立法措置によって行う ことに合意したはずであると非難したが， MMA は

NSCを支持することに合意した覚えはない と両者の主張は平行線をたどった。

法案は憲法改正と違い過半数で可決されるため， 日，法案は下院で可決された。

日に上院での審議が開始され， 日に可決， 日に大統領が署名し即時発効し

た。

NSCの第 回会合は 月 日に，第 回会合は 月 日に開催されたが，野

党党首であるファズルッ・ラフマーンMMA 幹事長，またMMA のアクラム・ド

ゥッラーニー北西辺境（NWFP）州首相は，MMA の決定により両会合を欠席した。

会合では，国内のテロ活動や宗教的武装組織を排除することを強調した国内安全

保障問題のほか，カシミールをめぐる印パ関係という国際問題も議題に上った。

年のパキスタン



ショウカト・アジーズ財務相が第 代首相に就任

大統領の権力基盤の強化として三番目に挙げられるのが，ショウカト・アジー

ズ財務相が第 代首相に就任したことである。アジーズ首相誕生までの経緯は以

下のとおりであった。 月 日，ジャマーリー第 代首相が辞職し，後継首相に

フサイン PML総裁を指名した。この時点で，すでにアジーズ財務相が次期首相

に内定していたが，首相職資格である下院議員として当選するまでの間の暫定首

相として，フサイン第 代首相が 日に選出され，翌日就任した。 月 日，ア

ジーズ財務相がパンジャーブ州のアトックとシンド州のタル・パールカルの 選

挙区から立候補し，補欠選挙キャンペーンが始まった。野党 ARDは対立候補擁

立に苦しむなど出足は遅く，一方でアジーズ財務相のキャンペーンは最初から用

意されたものであり，スムーズに進むかにみえた。しかし 月 日，アジーズ財

務相がキャンペーン中に自爆テロの標的となり， 人が死亡，財務相については

暗殺未遂に終わった事件が起こった。翌日， 親米的な者はさらなる攻撃対象と

なる とアル・カーイダ関連とされるグループ，イスラームブリ・ブリゲードが

犯行声明を出したが，ハヤート内務相は南ワジーリスターンでの政府軍展開に反

対する者の関連も否定できないとした。補欠選挙投票は 月 日に行われ，ア

ジーズ財務相は両選挙区で当選した。 日，アジーズ財務相は上院議員を辞職し，

アトックの議席をとって下院議員となった。 日にフサイン首相が退任し， 日

に野党が棄権するなかアジーズ第 代首相が選出され，翌日就任した。

ラフマーンMMA幹事長は，一連の首相交代劇を，非民主的で軍事独裁政権に

よって用意されたものと非難した。アジーズの首相就任が周到に用意されたこと

自体は，経緯から明らかである。まず，確実に下院議員資格を得るように両州

選挙区からの立候補となり，明け渡した下院議員は，アトックではフサイン

PML 総裁の姪，タル・パールカルではアルバーブ・ラーヒム・シンド州首相の

従兄弟である。さらにタル・パールカルは，砂漠地帯であるにもかかわらず，

年の選挙では異常に投票率が高いなど，不正選挙が行われた選挙区であると

いわれている（ ， 年 月 日）。また政府は，選挙キャンペーン中に，

両選挙区に向けてそれぞれ 億 万 を超える開発プロジェクトを発表した。

ジャマーリー第 代首相の辞職の理由は，世論や野党が辞職を求めていたわけ

でもなく，明らかとなっていないが，辞職後の以下の発言などから， PML内部

の権力争いとの見方が強い。ジャマーリー前首相は， 月 日，ムシャラフ大統

領によって辞職に追い込まれたわけではないことを強調し， 月 日に辞職は

権力基盤を強化したムシャラフ大統領



PMLの決定でありそれに従ったことを明らかにした。またMMA や ARDが助け

舟を出したことに謝意を表したものの，党綱領を破ることは意図しなかったと明

かした。 日，民間テレビ局のインタビューで，ムシャラフ大統領とは齟齬がな

かったことを再度強調したうえで，政府と政党が同じ人間によって動かされてい

ると暗にフサイン PML総裁を指した発言をした。一方でバローチMMA 幹事長

代行は 月 日，ジャマーリー前首相の辞職は強制されたもので，理由は前首相

がムシャラフ大統領の 年末までに軍職を辞任するとの公約の証人だからであ

ると発言した。辞職の理由は推測の域を出ないが，アジーズ首相の就任は大統領

にとって好都合には違いない。アジーズ首相は，米資本シティバンクに海外支店

を含め 年勤め，ムシャラフ大統領のクーデタ後に財務相に任命された大統領に

忠実なテクノクラートであり，政治家としては新人であるため，バローチ部族と

して政治基盤が磐石であるジャマーリー前首相に比べて扱いやすいからである。

ただ，暗殺未遂事件にも表れているように，反米感情が強いパキスタン国内で，

反米政党であるMMAや宗教的武装組織が勢力を増す懸念はある。

核技術漏洩問題

年を通し，ムシャラフ大統領の権力基盤の強化は順調になされたようだが，

全く順風満帆だったわけではない。大統領が直面した問題として第 に，核技術

漏洩問題が挙げられる。 年 月の国際原子力機関（IAEA）の報告により，パ

キスタンからイランへ核技術漏洩が明らかとなった。国際社会から，またアメリ

カの遂行する テロとの戦争 の同盟国として，この問題に対して真摯な対応を

求められたパキスタン政府であったが， 年末にはすでに，アブドゥル・カデ

ィール・ハーン博士をはじめとする核科学者たちが私的利益のために核技術を移

転したということで事態を収拾しようとする動きがあった。核技術の移転は国家

機密事項であるため，政府や軍の関与がなく科学者が勝手に漏洩したということ

はあり得ないだろうといわれる（ ，第 巻第 号， 年 月 日）。

しかし，以下のような経緯で問題の収拾が図られた。

月 日，大統領が統括する国家司令局の決定により，ハーン博士は核技術移

転に関わったとして首相科学顧問の地位を剥奪された。 月 日，ハーン博士は

北朝鮮，イラン，リビアに核技術を移転したことを認め，自宅で軟禁状態に置か

れた。 日，ハーン博士は赦免嘆願書を大統領に提出， 日，大統領が国家安全

保障への貢献を理由にハーン博士に恩赦を与えることで問題の終止符が打たれた。

年のパキスタン



このような一連の経緯に対し，ハーン博士というパキスタンの 原爆の父 と

呼ばれ，国民の英雄的存在である科学者をスケープゴートに，政府や軍の責任を

逃れようとしているという非難は国の内外から上がった。カージー・フサイン・

アフマド MMA 総裁は，大統領が アメリカの命令で ハーン博士をスケープ

ゴートにしたのであり，それによって国家の核開発プログラムを救済したかのよ

うだが， カ月後には国連が（調査をして）国全体の責任にするに違いない と，

核開発プログラム自体の存続が危ういことを訴えた。これらの批判に対し，大統

領は国内に対しては， 全くの仮定であるが，仮に政府や軍が漏洩問題に関わっ

ていたことを認めたとしたら，それが国の利益になると思うか という強硬な議

論を展開し，核開発プログラムを止めることはありえないと断言したと同時に，

国外に対しては，証拠とされる書類を国連の独立的な調査団に手渡すことや，彼

ら独自の調査を認めることを一切否定した。実際，エルバラダイ IAEA 事務局長

はパキスタン政府が， IAEA のハーン博士への調査を一切認めなかったことを明

らかにした（BBC放送， 年 月 日）。仮にも核技術漏洩という大罪を犯し

たとされるハーン博士を，自宅での軟禁のみで済ませていること自体，すべてが

パフォーマンスに過ぎないことを窺わせるが，別の見方をすれば，大統領にとっ

て国民的英雄とされる人物をいかに事無く扱い，かつ国内外の世論を抑えるか，

という難しい問題であったことが分かる。結果的に国内での抗議運動がそれほど

盛り上がらなかったことは，大統領にとって好都合であった。

国内での テロとの戦い

年にムシャラフ大統領が直面した問題として第 に，アフガニスタン国境

付近，都市部の両方を含む テロとの戦い が挙げられる。 年で，アル・カー

イダ関連のテロリストとされる者が 名ほど殺害または逮捕されたが（ ，

年 月 日），未だ国内でのテロ活動は収まる気配がない。テロリズムは，

年末には大統領が， 年 月 日にはアジーズ首相が標的になるなど，自

身が直面する問題でもあるが，その増加は政情不安を招く問題でもある。

国内でのテロ事件は枚挙にいとまがないが，都市部での例として， 血の

月 といわれたカラチでのテロ事件を挙げる。 月のみで， 日，カラチのシー

ア派モスクでの爆発で 名が死亡， 日，補欠選挙関連のテロ事件が市内で頻発

し合わせて 名が死亡， 日，米領事館の近くで爆発， 日，デーオバンド学派

の聖職者 宗教学者であるムフティー・シャームザイーの暗殺， 日，イマー

権力基盤を強化したムシャラフ大統領



年のパキスタン

ム・バールガー（シーア派のモスク）の爆発で 名が死亡，と続発した。国内のテ

ロ事件は，宗教関連施設を狙ったものが多いため，宗教派閥争いのようにみえる

が，実際は国内の不満分子でアル・カーイダ関連グループの者が，ひとつのテロ

事件に始まる連鎖的な治安悪化を狙って起こしているとの見方が強い。一連のカ

ラチの治安悪化の責任をとって， 月 日には，アリー・マハル・シンド州首相

が辞任するに至った。 日，ラーヒム新シンド州首相が任命されたが，その後も

カラチの治安改善がみられたわけではない。このような責任問題が国政レベルで

問題にされれば，国内の治安悪化はムシャラフ大統領の基盤を揺るがしかねない。

国境付近の連邦政府直轄部族地域（FATA）内，南ワジーリスターンのワナでは，

パキスタン軍と，アル・カーイダを支援しているとされる武装勢力との戦闘は収

まる気配がない。国境付近での戦闘が都市部でのテロリストを養成する素地とも

なっているため，武装勢力を降伏させることは，国際的のみならず国内的にも重

要な意味をもつ。パキスタン軍の目的は，その地域に潜んでいるとされるビン

ラーディンやアル・カーイダの指導者たちを排除することであるが，これは一向

に実現せず，軍と武装した部族が互いに攻撃，襲撃を繰り返すのみで犠牲者の数

が増えるばかりの結果となっている。 月 日には同地域のシャカイにおいて，

政府軍と部族武装勢力との間で，同地域に潜む外国人の登録を含む 歴史的な

休戦合意に到達したとされたが， 月 日には武装勢力のリーダーであり元ター

リバーン兵士のネーク・ムハンマドが 外国人の登録は合意の一部ではない と

発言するなど政府情報との矛盾が露呈し，間もなくまた戦闘が開始された。 月

日，政府軍のミサイル攻撃によってネーク・ムハンマドが殺害されたが，その

後も戦闘は収まる気配がない。MMAは，政府軍の同地域での展開を アメリカ

の命令によって 自国民に銃を向けているとし，大統領を非難し続けている。こ

れに対し大統領は 月 日のペシャーワルでの演説で，政府軍の展開は部族を攻

撃するものではなく，外国人武装勢力とそれを支援する者を標的としていること，

テロリストを一掃することがアメリカのためではなくパキスタンのためであると

強調した。この問題は，野党が国民感情に訴えるかたちで大統領への攻撃材料と

して使われるため，政府軍展開の効果を上げることは急務である。しかし，同地

域の部族武装勢力を説得するなどの見通しは立っていない。



年度の経済概況

年度（ 年 月 年 月）の実質国内総生産（GDP）成長率は ％

で，前年度の ％に引き続き高い成長率を記録した。 月 日に財務省が発表

した 年度経済白書においては， 年ぶりに国民経済計算の基準改訂がな

され， 人当たりGDP は （改訂により 年度 人当たりGDP は

から に修正）と発表された。産業別成長率は，農業部門 ％，工業部門

％，サービス部門 ％であった（表 ）。高成長率に貢献したのは前年度に

引き続き工業部門であり，とくに工業部門 GDP の ％を占める大規模製造業

部門（対前年度比 ％増）は過去 年で最高の伸びを記録した。大規模製造業の

内訳では，大規模製造業部門GDP の ％を占める繊維（同 ％増）も順調に伸

びたが，化学肥料（同 ％増），電気製品（同 ％増），自動車（同 ％増）な

どシェアの低い部門の伸びは，製造業の多様化を図るパキスタンにとって好まし

いことである。また工業部門のうち，建設業（同 ％増），電力およびガス配給

部門（同 ％増）も好況であった。サービス部門も，大規模製造業部門の成長を

反映し，前年度に引き続き小売・卸売（同 ％増）が好調であった。しかしなが

ら， GDP の約 ％，雇用の約 ％を担いパキスタン経済の中心であり続けてき

た農業部門では，水不足の解消（小麦の種蒔期を除く），農業向け融資の増加，支

持価格の上昇（サトウキビを除く）にもかかわらず，主要作物が伸び悩んだ。コメ

（収穫量，対前年度比 ％増）とサトウキビ（同 ％増）は政府目標に達したもの

の，その他主要作物では，綿花（同 ％減）が南パンジャーブにおいて虫害を被

ったこと，小麦（同 ％増）が種蒔期 月の雨不足の影響を受けたことが強く関

係し，目標をそれぞれ ％， ％下回るなど伸び悩んだ。

輸出は対前年度比 ％増の 億 であった。総輸出額の ％を占める

繊維部門（対前年度比 ％増）の貢献が大きい。輸入は同 ％増の 億 万

であった。うち，総輸入額の ％を占める機械類（同 ％増）の貢献が大き

く，これは国内製造業の活況を反映してのことである。製造業の原料・中間財の

輸入が伸びた一方で，インフレと連動しやすい食糧，石油製品の輸入はそれぞれ

％増， ％増に留まっており，必ずしも悪いとはいえないが，貿易収支赤字

は同 ％増の 億 万 となった。

経 済

権力基盤を強化したムシャラフ大統領



海外出稼ぎ者からの送金は 億

万 であり，対前年度比 ％減とな

った。 テロ事件以後記録的に増大

していた海外からの送金であったが，

その傾向が鈍化していることを窺わせ

る。しかしながら， テロ事件以前

の海外からの送金が 年度で

億 万 であったことを思えば，基

本的な傾向は変わっていないとみるの

が妥当であろう。

パキスタンは， 月 日にロンドン

で 億 分のユーロ債（ 年満期）の販

売を開始し，新規発行としては 年

以来 年ぶりに国際資本市場への復帰

を果たした。新規発行ユーロ債に対す

る海外投資家の需要は非常に高く

年のパキスタン

（ ， 年 月 日），ムーディーズの外貨建国債の格付けが B

レベルであることを考慮すると，パキスタン実体経済のパフォーマンスに対する

投資家の評価が高いことが分かる。投資家の信頼増大は， FDI の増加（対前年度

比 ％増）にも表れている。電気通信庁（PTA）は 月 日，外国企業に国内携

帯電話事業のライセンスを初めて与えた。結果，ノルウェー携帯電話企業から

億 万 ，アラブ首長国連邦のそれから 万 など，電気通信セクターへの

外資の参入が目立ち，同セクターが FDI の ％を占めた。

年上半期の経済

年の 小麦危機 は，消費者物価への影響や食糧自給の観点から深刻な問

題となった。政府が 月 日に輸入を決定した小麦 万 は 月に陸揚げされ

たが，それでも不足を補えず， 月 日には経済調整委員会（ECC）が 万 の追

加的輸入を承認するという事態に陥った。 月には 年度の小麦の支持価

格が 当たり から へと引き上げられることが明らかとなった。工業

部門では，大規模製造業の好況を反映して，その中間財となる機械類の輸入は引

き続き伸びている。製造業のための原料・中間財の輸入とはいえ，その著しい増

実 質 G D P 成 長 率
．農 業
主 要 作 物
畜 産
．工 業
製 造 業
大 規 模 製 造 業
建 設
電力およびガス配給
．サ ー ビ ス 業
小 売 ・ 卸 売
運 輸 ・ 通 信
公共サービス・軍事

表 過去 年間の主要産業別実質成長率
（％）

（出所） State Bank of Pakistan,
.



加が国際石油価格の上昇とあいまって， 年度の目標である貿易収支赤字

億 を大幅に上回ることが予想される（ 月 日中央銀行 SBP 報告）。

過去 年盛況であり続けてきたカラチ証券取引所（KSE）株価指数KSE は

月の ポイントから 月には一時 ポイントを切るまで落ち込んだが，その

後持ち直し，結局 年 月 日は，昨年末より ポイント高い ポイント

で終わった。 年を通しての伸びは実体経済の好況を反映してのことだが，

月以降の急激な伸びは，ムシャラフ大統領の陸軍参謀長留任が決まったことで，

財政赤字削減をはじめとするマクロ経済安定のための経済政策にも一貫性が保障

され，投資家の信頼が確保されたためといわれている（ ，

第 巻第 号， 年 月 日）。

投資に関する懸念事項は， 月以降，インフレとルピー下落の傾向がみられる

ことである。 年度の消費者物価指数は対前年度比 ％増とすでに上昇傾

向にあったが， 年度上半期は，国際石油価格の上昇，小麦など生活必需

品の供給不足を受けてさらにその傾向に拍車がかかった。 月から 月のインフ

レ率は ％となり， 年度の目標である ％の維持は明らかに厳しく，

％と予想されている（ 月 日 SBP 報告）。政府は， 月 日から石油

製品価格を凍結させたままにしてきたが， 月 日からそれも引き上げられ，今

後の消費者への影響が懸念される。 SBP は， 年 月以来，ディスカウン

ト・レートを ％のまま維持しているが， 月以降，インフレ圧力に応えて

TBレートを引き上げ始めた。その影響で，平均貸付利子率が 月末の ％か

ら 月末には ％と上昇しており，それによる投資への影響も懸念される。一

方，為替相場は 月以降下落を続け， 月 日には まで落ち込ん

だ。その主な理由は，製造向け機械類の輸入が引き続き伸びていること，および

国際石油価格の上昇である。 SBP はインターバンク市場でのドル買いや， 月

から SBP 保有外貨から石油輸入手形の支払いをすることでルピーの下落に対応

し， 月末には まで持ち直した。

年 月に開始された IMF の貧困削減成長ファシリティー（PRGF）は， 月

日， IMF が最終第 次分割分 億 万 の拠出と，パキスタンがそれを辞

退することを承認して終了した。 IMF は毎回の PRGF 拠出承認レビューにおい

て，民営化が進んでいないことに強い難色を示してきた。最大の懸念は，水利電

力開発公社（WAPDA）の分社および民営化とカラチ電力供給会社（KESC）の民営

化の遅延である。WAPDA は， 月末が傘下企業の切離しをする期限であった

権力基盤を強化したムシャラフ大統領



が，その動きは未だない（ ， 年 月 日）。 KESCは 月 日に競売が

予定されていたが，結局 年以降に持ち越された。大規模国有企業に絡む利権

が深いことを窺わせるが， 年度の国有企業への貸付が 億 と多額であ

ったことからしても，これら企業の採算不良が与える財政への負担は大きい。

財政政策と対外債務

年度の対GDP 比財政赤字は ％であり，対GDP 比 ％前後であった

年代に比べて，ここ 年間は良いパフォーマンスを継続している。慢性的な

財政赤字に悩むパキスタンにとって，財政赤字改善は非常に重要な課題である。

歳入面からみると，国民の ％しか支払っていないとされる所得税の増大は重

要な課題である。税収は対前年度比 ％増の 億 と，前年度に引き続き目

標値に達した。しかしながら対 GDP 比でみると，前年度の ％から ％と

ほとんど変化がなく，納税者ベースを広げる必要性があることが分かる。その目

的で国税局（CBR）は 月 日，簡易化した所得税申告書を発行した。 年

度の新規所得税納税者は 万 人で，前年度の 万 人に比べ大幅に伸びた

が（ ，第 巻第 号， 年 月），税収の対 GDP 比を押し

上げるには至っていない。

歳出面では，総歳出のうち利子払いが最大のシェアを占めるため，政府債務を

いかに減少させるかは優先的な課題である。利子払いの負担を軽減すべく，パキ

スタンは 月 日，アジア開発銀行（ADB）に対し，利子率 ％の高利債

務 億 を前払いした。総歳出比利子払いは， 年度には ％であっ

たが， 年度は ％， 年度は ％と確実に減少してきている。

利子払いのシェアの減少は，歳出構造にも好ましい変化をもたらしている（図 ）。

パキスタンの従来の歳出構造の特徴は，総歳出に占める割合のうち，利子払いと

国防費で ％前後を占め，財政赤字削減のために開発支出が削られてきたことで

ある。パキスタンは GDP や成長率が同レベルの国と比較すると，世界で最も社

会開発指標の低い国に分類され，長期的な開発政策に目を向ける必要性は明らか

である。 年度の開発支出は対前年度比 ％増の 億 で，総歳出に占

める割合も前年度の ％から ％に伸びたことは注目に値する。 年

度の開発予算は対前年度比 ％増であり（ 月 日財務省発表），この傾向を引き

継ぐことが期待される。

年度の政府債務は，対GDP 比でみると，前年度の ％から ％へ

年のパキスタン



と引き続き減少したが，前年度同様，国内債務の減少ではなく，対 GDP 比でみ

て ％から ％に減少した対外債務の減少によるところが大きい。しかし，

この対外債務減少のパフォーマンスには，会計年度が 年度となる 月

日にアメリカと調印した 億 万 の債務帳消しは含まれていない点で， 億

の債務帳消しが含まれていた前年度と異なり，前述の ADBに対する期限前債

務償還などパキスタンの自助努力によるところが大きい。

健全な財政と債務削減へのコミットメントは， IMF が PRGF 拠出承認レビ

ューで繰り返し要求してきたことである。 PRGF は 月をもって卒業したが，

世界銀行や ADBも同様のコンディショナリティを課しているため，パキスタン

政府の財政政策と債務削減への努力は基本的に同様の路線をたどるであろう。

対インド関係

年の対インド関係は改善に向かった。ヴァジュペイー・インド首相が，

月 日からイスラマバードで開かれた第 回南アジア地域協力連合（SAARC）会

議出席のため来訪した。 日，ムシャラフ大統領とヴァジュペイー首相が会談し，

年 月のアーグラー会談以来 年半ぶりの，両国首脳の公式会談が実現した。

対 外 関 係

権力基盤を強化したムシャラフ大統領
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会談では，信頼醸成措

置（CBMs）のほか，カ

シミール問題が話し合

われた。会談そのもの

は 表敬訪問 的性格

であることを双方が明

らかにした。具体的な

解決策が出されたわけ

ではないが，カシミー

ル問題が話し合われた

という事実は両国間の

関係にとって大きな進

歩であった。というの

は，インドは， 越境

テロ が止まない限り

年のパキスタン

カシミール問題を含む二国間対話はあり得ないという立場を固持してきたからで

ある。 日の共同声明では，両者が 月からの 複合的対話 の再開を合意した

ことが明らかにされた。共同声明の重要なポイントは，ヴァジュペイー首相が

対話を促進・維持するためには，暴力，敵意，テロが抑えられなければならな

い と発言したことを受け，ムシャラフ大統領が パキスタンのいかなる領土も

テロを助けるために使われることは許されない とヴァジュペイー首相に対して

発言したことである。これはインドが従来非難してきた 越境テロ につき，パ

キスタンがそのような活動は起こり得ないことをインドに保証したことを意味す

る。さらにムシャラフ大統領は， 月 日のムザッファラバードでの演説で，カ

シミール問題解決のために 柔軟な対応をとること や 過去のスタンスに固執

しない必要性 を言明した。

印パ間の 複合的対話 外務次官協議は， 月 日にイスラマバードで始まっ

た。 日間の協議では， CBMs を含む平和と安全保障， カシミール問題，

シアチェン氷河問題， ウラール堰問題， シール・クリーク問題， 二国間

貿易， テロと麻薬， 人的交流，の 項目につき，平和的解決に向けて 複合

的対話 を行っていくことが確認された。上記のうち，人的交流に関しては，具

体的な改善がみられた。 月 日から 週間にわたるクリケットの印パ間親善試



合が行われた。パキスタンで印パ間試合が開催されたのは 年ぶりである。試合

に伴い， 人以上のインド人にパキスタン渡航ビザが発行された。試合は印パ

間のシンボル的交流に終わらず，クリケットの応援のために来訪したインド人と

実質的な人的交流もなされ，歓迎ムードが漂っていた（ ， 年 月 日）。

月の SAARC閣僚会議（ 日，イスラマバードで開催）における印パ外相

会談をはじめ，事務次官レベルでの協議，技術者間協議など， 月から 月にか

けて 項目すべてにわたる 複合的対話 が行われた。ウラール堰問題とは，パ

キスタンが インドはパキスタン領への水流を妨げる堰の建設を止めるか，また

は 年のインダス川条約にあるように第三者による調停を求めるべきである

と主張し，インドが 堰は航行目的で消費目的でないから同条約の範疇に当たら

ない と主張している問題で，水資源庁次官レベルの協議が 月 ・ 日とイス

ラマバードでもたれた。シアチェン氷河問題とは，パキスタンが インドの

年シアチェン占領は違法であり両国は 年の武装解除ラインまで軍隊を引き揚

げるべき と主張し，インドが シアチェン高原を明け渡す気はない と主張し

ている問題で，国防省事務次官レベルでの協議が 月 ・ 日とニューデリーで

もたれた。シール・クリーク問題とは，パキスタンが石油やガスの天然資源が豊

富にあるとされる シンド州の最インド寄りの入り江はすべてパキスタンに所属

する と主張し，インドが 半分はインドに所属する と主張している問題で，

国防省事務次官補レベルの協議が 月 ・ 日とニューデリーでもたれた。これ

らの協議にもかかわらず，両者は以前からの主張を繰り返したのみで，具体的な

解決策は何も出なかった。 月の印パ外相会談（ 日，ニューデリーで開催）

では，カシミール問題を含むこれまでの印パ間 複合的対話 次官級協議が，人

的交流を除いては具体的な改善をみないまま総括された。

たしかに，印パ間の争点につき具体的な改善はみえないが，両者の話し合いが

従来のように対立的ではなく友好的に続けられていることは評価すべきである。

ムナーバーオ コークローパール間の鉄道運転やスリナガル ムザッファラバー

ド間のバス運行は，再開に向けて技術的なレベルでの話し合いが続けられている。

また，両国で継続的に話し合われているイラン パキスタン インド間の天然ガ

スパイプライン・プロジェクトは，このような相互依存的なインフラは戦争回避

的に機能するため，実現すれば紛争解決にも役立つだろう。 複合的対話 第

ラウンドも， 月 日・ 日とイスラマバードで開催された外務次官協議によっ

て再開された。同協議でパキスタン側は，核防衛やカシミール問題に関する 項

権力基盤を強化したムシャラフ大統領



目の提案を含む CBMs を提出し，両者が平和的解決へ向けてさらなる CBMs を

検討していくことで合意した。

両国首脳レベルでは， 月 日，第 回国連総会出席のために訪米中のムシャ

ラフ大統領が，マンモハン・シン・インド首相と 時間にわたる初会談をもち共

同声明を出した。共同声明では，（カシミール問題の）平和的話し合いによる解

決のため可能な選択肢を検討すべき と，従来の立場に固執しないことが明らか

にされ，なかでもインドが初めて 越境テロ に言及しなかったことは注目に値

する。 月 日，大統領はカシミール問題の解決のための 考察の参考 として，

段階アプローチ── 文化や人口構成などカシミール地域を分析し， 次第に

非武装化をすすめ， 印パの共同管理下，国連の管理下，または自治など具体的

な統治体制を敷く──を提案した。この提案は非公式な性格のものであったため，

インドは翌 日，外務省スポークスマンが カシミール問題はメディアを通して

交渉できる問題ではない とコメントするなど，冷ややかな反応に留まった。こ

の大統領の提案につき，国内ではMMA や ARDから 国の（カシミール政策の）

度転換である どうしてこのような重要な決断を議会や内閣を飛び越えてで

きるのか といった激しい非難が挙がった（ ， 年 月 日）。大統領は，

提案は非公式なあくまで参考にすぎないという弁明をしたが，国内世論を考慮し

つつ印パ関係の改善を進めるという難しい舵取りが必要とされていることが改め

て浮き彫りとなった。

対アメリカ関係

年の 同時多発テロ事件以降，アメリカの遂行する テロとの戦い に

全面的に協力してきたパキスタンは， 年も引き続き良好な関係を維持した。

テロとの戦い は，従来アフガニスタンとの国境である FATA に潜むとされる

アル・カーイダやターリバーン残党の掃討作戦を指す。パキスタン軍は昨年に引

き続き， FATA 内，南ワジーリスターンでの掃討作戦を展開している。加えて

年には，パキスタン都市部で潜伏しているアル・カーイダ・メンバーの逮

捕・殺害が目立った。アル・カーイダの幹部を逮捕することによって，パキスタ

ン国外に潜むアル・カーイダ・ネットワークを明らかにし，メンバーの逮捕を容

易にするという間接的な効果も含む。 月 日， 年のケニア，タンザニアの

米大使館爆破事件の首謀者とされるアル・カーイダ幹部のタンザニア人，ハルフ

ァーン・ガイラーニーがグジャラートで逮捕された。これにより，イギリスに潜

年のパキスタン



むアル・カーイダのネットワークが明らかにされるなど（ ， 年 月

日）， テロとの戦い は終息の気配はないもののそれなりの効果を現している。

月 日，イスラマバードでムシャラフ大統領と会談したパウエル米国務長官

は，パキスタンを 非 NATO主要同盟国 であるとし， 月 日の連邦議会の

承認を得て 日にブッシュ大統領が公式に発表した。これにより，過去パキスタ

ンに与えられなかった軍事的支援も可能となった。アメリカからの経済的支援は

前年に引き続き手厚く， 月 日， 億 万 の債務帳消しが調印された。

日には，前年発表された 年間にわたる 億 の無償援助パッケージのうち，第

回目の分割分となる 億 万 が米連邦議会で承認された。うち 億 が国

防費に充てられることになっている（ ， 年 月 日）。

しかしながら，アメリカとの関係を考えるうえで，パキスタンに全く懸念事項

がないわけではなかった。最大の懸念は，パキスタンからイラン，リビア，北朝

鮮への核技術漏洩問題である。漏洩問題は，ハーン博士が私的利益のために漏洩

したという事実を認め， 月 日にムシャラフ大統領が恩赦を与えるという形で

決着がついた。漏洩問題に テロとの戦い に協力するパキスタン国家または軍

が組織的に関わっていたわけでないとするための決着方法であった。これに対し，

米議員のなかには，経済・軍事制裁の必要性を主張する者もいたようである

（ ， 年 月 日）。米政府は，パキスタンの説明を文字通り正しいと受

け止めているわけではないだろうが，深く追及するという姿勢をとらず，対アメ

リカ関係に大きな影響を与えることなく問題は収拾した。その理由は，漏洩ネッ

トワークを突き止める必要があること，ハーン博士を追い詰めることでパキスタ

ンの世論に影響を与え不必要な政情不安を招くことを避けるべきとの政治判断が

あったと考えられる。

パキスタン政府が，アメリカの要求する テロとの戦い への協力と反米感情

が非常に強い国内世論との間のバランスをいかにとるかは難しい問題である。そ

れが最も顕著に現れている例は，昨年から引き続くイラクへの派兵問題である。

月 日，米政府が国連多国籍軍の一員としてパキスタン軍のイラクへの派兵を

改めて要請するなど，アメリカから派兵への圧力は継続的にある。以前ムシャラ

フ大統領は，もしイラク政府がパキスタン軍の派兵を望みその他のイスラーム諸

国も派兵すれば，派兵を考えてもよいとしていたが， 月 日にイラクで拘束さ

れたパキスタン人が殺害されたという報道がなされた後は，派兵は難しくなった。

直後には，MMAをはじめとする野党から，イラクでパキスタン人犠牲者が出た

権力基盤を強化したムシャラフ大統領



ことはアメリカに全面的に服従した結果である，派兵は イラクでムスリムを殺

す行為 であり断じて許されないといった非難が沸き起こった（ ， 年

月 日）。 月 日，外務省は 現状では イラクへの派兵はないと発表した。

今後も断続的に要請は続くだろうが，南ワジーリスターンでの政府軍の展開がす

でに テロとの戦い への協力を保証しており，パキスタン政府がこれ以上難し

い立場に立たされる可能性は低いだろう。

年の課題

年まで陸軍参謀長を兼職することが法的に認められ，磐石な権力体制を築

くことに成功したムシャラフ大統領にとって， 年の最大の課題は，国内の

テロとの戦い に結果を出すことである。国内でのテロ活動は，大統領自身も

標的になっているため，安定した体制を揺るがす因子としては最も可能性が高い。

そのためには，国内でのテロ活動の基盤を提供している南ワジーリスターンでの

政府軍の展開が効果を現すことが求められている。

経済では， 年後半に急速に強まったインフレ圧力に，いかに対応するかが

最大の課題である。すでに SBP は金融引締めへの動きを見せているが，それが

好況な経済を牽引している投資のインセンティブを削がないよう，巧妙な政策が

求められている。投資家のさらなる信頼を得るためには， 年からの申し送り

事項である民営化を迅速に進めること，海外ドナーの意向如何にかかわらず，引

き続き健全な財政と債務削減へのコミットメントをみせていくことが必要である。

対インド関係では， 年末に 複合的対話 の第 ラウンドが始まり，

年も引き続き友好的な対話が進められるであろう。 年の課題は，友好的な対

話に留まらず，そこから実質的な印パ関係改善のための解決策を出していくこと

である。またアメリカとの良好な関係は， 月 日の米大統領選でブッシュ大統

領が再選を果たしたこと，ムシャラフ大統領が陸軍参謀長の兼職を続けることか

ら， 年以降も継続するだろう。アメリカからの総額 億 の無償援助の毎年

の拠出承認条件には テロとの戦い の実効性が含まれていること，また上記の

投資家の信頼確保のためには国内治安と秩序の安定が前提であることからも，国

内でのテロ活動を効果的に抑えていくことが 年の最重要課題である。

（地域研究センター）

年の課題

年のパキスタン



話 が再開される（ 日，イスラマバード）。

月 日 ストロー英外相来訪（ 日）。

日，大統領，首相と会談。

日 EU が ％の反ダンピング税をパ

キスタン製ベッドリネンに課すことを決定。

日 最長距離弾道ミサイル・ハトフ の

発射実験。

日 インドとのクリケット試合。パキス

タンでは 年ぶりの開催。

日 パウエル米国務長官来訪。同日，ム

シャラフ大統領と会談。

米輸出入銀行がパキスタンの信用格付け

を格上げ。

日 カラチ証券取引所（KSE）株価指数

KES が ポイントを記録。

日 ブッシュ米大統領， 年の軍事

クーデタ以来の経済制裁を撤回。

日 世銀の貧困削減ファシリティー

（PPAF）の第 期が開始される。

月 日 国家安全保障会議（NSC）法案が下

院に提出される。 日下院を通過し， 日上

院を通過。 日，大統領が署名し即時発効。

日 マフドゥーム・ハーシュミー民主復

興同盟（ARD）総裁が国家叛逆罪で懲役 年

の地裁判決を受ける。

日 パキスタン電気通信庁（PTA）は

外国事業者に国内での携帯電話事業のライセ

ンスを与える。

日 SBP のシャリーア（イスラーム法）

委員会が，イスラーム金融を行うためのガイ

ドラインを発表。

日 首相，ラオス，カンボジア，タイ，

中国を訪問（ 日）。 日，ボアオ・フォー

ラムに出席，胡錦濤中国国家主席と会談。

日 大統領，公務員給与を次期会計年度

から引き上げる旨発表。

月

月

重要日誌重要日誌 パキスタン 年パキスタン 年

月 日 ムシャラフ大統領，国会議員，州

議会議員で構成される選挙人団の投票で ％

の信任を得，憲法上大統領として認められる。

パキスタン・インド間で商用飛行機の運

行が 年ぶりに再開。

国民貯蓄スキーム（NSS）の利回り，

％引下げ決定。

外貨準備が 億 万 に到達。

日 第 回南アジア地域協力連合

（SAARC）サミット（ 日，イスラマバー

ド）。 日，大統領とヴァジュペイー・イン

ド首相が会談。両国首脳の公式会談は 年半

ぶり。

日 ジャマーリー首相，アフガニスタン

訪問。同日，カルザイー大統領と会談。

日 パキスタン連邦政府中央銀行（SBP），

初の 年， 年債を 億 分発行。

日 大統領，トルコ訪問（ 日）。 日，

セゼル・トルコ大統領と会談。

日 大統領，世界経済フォーラム出席の

ためスイス訪問（ 日，ダボス）。

日 政府，アジア開発銀行（ADB）に対

し，高利子債務 億 の期限前償還を行

う。

日 パキスタン，トルコ，イランで経済

協力機構（ECO）貿易発展銀行の設立を合意。

日 A. Q. ハーン博士，首相科学顧問の

職を剥奪される。

月 日 ハーン博士が北朝鮮，イラン，リ

ビアに核技術を漏洩したと自白。 日赦免嘆

願書を大統領に提出， 日大統領が恩赦を与

える。

日 ロンドンで 億 分のユーロ債を販

売開始し，国際資本市場へ再参入。新規発行

としては 年以来。

日 パキスタン・インド間で 複合的対

月

月



EU 議会がパキスタンとの第三次貿易協

定を可決。

日 南ワジーリスターンのシャカイにお

いて，政府軍と部族武装勢力との間で，同地

域に潜む外国人の登録を含む休戦合意が発表

される。しかし間もなく戦闘が再開。

月 日 グワーダル港で爆発，中国人技師

人死亡。

日 閣僚会議，小麦輸出を禁止。

日 ナワーズ前首相の実弟であるシャハ

バーズ・シャリーフ PML N（ムスリム連

盟・ナワーズ派）総裁がラホール空港に着陸

するも，数時間で強制国外退去させられる。

北西辺境（NWFP）州ムンダー・ダムの建

設にかかる投資額 億 につき，民活電

力・インフラ委員会は米 Amzo Corporation

と同意書を交わす。

日 ムスリム連盟（PML）のうちナワー

ズ派を除く 分派とシンド民主連合（SDA）が

統合され， PML となる。シュジャーアト・

フサインが総裁に選出される。

日 政府， 万 の小麦輸入を決定。

日 英連邦への再加盟（ 年の軍事

クーデタによる除籍からの復籍）。

日 首相，サウジアラビア訪問（ 日）。

日，ファハド国王と会談。

日 年 月の大統領暗殺未遂事件に

関わったとして軍の下級士官が数人逮捕され

る。

日 マンシャー・グループが国内最大級

のアーダムジー保険会社に対し，パキスタン

史上初の敵対的買収を行った。

月 日 中距離核弾道ミサイル・ハトフ

の発射実験。

日 マハル・シンド州首相がカラチの治

安悪化の責任をとって辞任。 日，ラーヒム

首相が任命され翌日信任を受ける。

月

月

日 大 統 領， Zarai Taraqiati 銀 行

（ZTBL）から農民への貸付利子率を 月 日

より ％に引き下げることを発表。

日 パキスタン財務省， 年度経

済白書を発表。 年度 GDP 成長率は

％に。なお， 年ぶりに国民経済計算の

基準改訂がなされた。

日 アジーズ財務相， 年度予算

案発表。予算規模は対前年度比 ％増の

億 ，開発予算は対前年度比 ％増の

億 ，国防費は対前年度比 ％増の

億 。

日 ブッシュ米大統領，パキスタンを非

NATO主要同盟国に正式に指定。

日 IMF，パキスタンに対する貧困削

減成長ファシリティー（PRGF）第 次分割分

億 万 の拠出承認。

日 第 回 NSC が開会される。ラフ

マーン統一行動評議会（MMA）幹事長と，ド

ゥッラーニー北西辺境州（NWFP）州首相は出

席せず。

日 ジャマーリー首相辞任。アジーズ財

務相が首相の要資格である下院議員として選

出されるまでの暫定首相にフサイン PML 総

裁を指名。 日，フサイン第 代首相が選出

され， 日就任。

月 日 パキスタン， ASEAN地域フォー

ラムへの加盟が正式に承認される。

日 大統領，スウェーデン，フィンラン

ド，アゼルバイジャンを訪問（ 日）。

日 アナン国連事務総長， 年 月の

バクダッド国連事務所爆破以来空席であった

国連イラク特別代表に，アシュラフ・カー

ジー駐米パキスタン大使を指名。

日 アーミテージ米国務副長官来訪（

日）。 日，首相と会談。

日 アメリカと 億 万 の債務帳消

月

パキスタン



しの合意に署名。

日 米連邦下院議会， 年にわたる 億

の無償支援パッケージのうち，第 次分割

分 億 万 を承認。

日 ナトワル・シン印外相来訪（ 日）。

第 回 SAARC閣僚会談（ 日）出席のた

め。 日，大統領と会談。

日 アフタル・ハーン商業相，

年度貿易政策を発表。輸出 億 ，輸入

億 を目標に。

日 首相，サウジアラビア訪問（ 日）。

日，ファハド国王と会談。

日 アル・カーイダの主要メンバーであ

るタンザニア人ハルファーン・ガイラーニー

がグジャラートで逮捕される。

日 イラクで拘束されていたパキスタン

人 名が殺害された旨，アルジャジーラ放送

が報道。

日 アジーズ財務相，暗殺未遂事件。

人死亡。 月 日，容疑者が逮捕される。

アビザイド米中東軍司令官が来訪（

日）。 日，パキスタン・アフガニスタン国

境視察。

月 日 川口外相来訪（ 日）。同日，大

統領，首相と会談。円借款の再開を約束。代

わりに弾道ミサイルの製造中止と， CTBT

およびNPT への署名を求める。

日 カルザイー・アフガニスタン大統領

来訪（ 日）。同日，大統領と会談。

日 フサイン首相退任。

日 ショウカト・アジーズが第 代首相

に選出される。 日に就任の宣誓。

月 日 世銀，貧困削減のため 億 の低

金利融資を承認。

日 カスーリー外相，インド訪問（

日）。印パ外相会談（ 日， 日）で，これま

での印パ間 複合的対話 次官級協議を総括

月

月

する。

日 首相，サウジアラビア訪問（ 日）。

首相就任後，初の海外訪問。 日，ファハド

国王と会談。

日 首相，タジキスタン訪問（ 日）。

第 回 ECOサミットに参加。

日 アメリカが F 戦闘機を供与する

旨，サアーダト空軍参謀長が発表。

日 大統領，アメリカ訪問（ 日）。

日，ブッシュ大統領と会談，第 回国連総会

で演説。 日，マンモハン・シン印首相と会

談。

日 年の 紙記者

ダニエル・パール氏誘拐殺人事件の容疑者で

アル・カーイダ主要メンバーのアムジャド・

ファルーキーが，当局治安部隊によってナ

ワーブシャーで殺害される。

大統領，オランダとイタリアを訪問（

日）。 日ザルム・オランダ副首相， 日

チャンピ伊大統領， 日ベルルスコーニ伊首

相， 日ローマ教皇と会談。

月 日 大統領，エヘサーヌル・ハクを

CJCSC（統合参謀本部議長）に，エヘサン・

サリーム・ハヤートを陸軍参謀次長に任命。

日 大統領の兼職を可能にする法

（President to Hold Another Office Act）

年 案が下院に提出される。 日，法案が下

院を通過。 日に上院に提出され， 月 日

上院を通過。

日 シュレーダー独首相が来訪し，大統

領，首相と会談。

日 中距離核弾道ミサイル・ハトフ の

発射実験。

日 同月 日から誘拐されていた中国人

技師が南ワジーリスターンで殺害される。

日 中国，チャシュマ 号原発建設向け

を含む 億 の融資に合意。

月

年 重要日誌



日 マッキノン英連邦事務総長来訪（

日）。同日大統領， 日首相と会談。

月 日 首相，ネパール，ブータン，バン

グラデシュを歴訪（ 日）。

日 大統領，アフガニスタン訪問。同日，

カルザイー大統領と会談。

日 アーミテージ米国務副長官来訪（

日）。 日，大統領，首相と会談。

日 首相，アラファト・パレスチナ暫定

自治区議長の葬儀出席のためエジプトを訪問。

パキスタンは 日までの 日間を服喪期間と

決定。

日 大統領とアジーズ首相暗殺未遂事件

の首謀者の一人とされるオサーマ・ナジール

がファイサラバードで逮捕される。

日 首相，スリランカ，モルジブ，イン

ドを歴訪（ 日）。 日，シン印首相と会談。

米両院議会が， 月 日に承認された援

助のうち， 億 の軍事援助を承認。初めて

米連邦議会で軍事援助が承認された。

日 ベーナジール・ブットー元首相の夫

であり汚職罪で逮捕されていたアーシフ・ア

リー・ザルダーリー・パキスタン人民党

（PPP）指導者が保釈金で釈放される。

日 ADB，パキスタンに対し 年か

ら 年間にわたる総計 億 の融資を決定。

日 第 回 NSC が開会される。ラフ

マーン MMA 幹事長と，ドゥッラーニー

NWFP 州首相は出席せず。

日 大統領，ブラジル，アルゼンチン，

メキシコを歴訪（ 月 日）。初の南アメリ

カ諸国への訪問。

日 短距離弾道ミサイル・ハトフ の発

射実験。

日 スームロー上院議長兼大統領代行，

大統領の兼職を可能にする法（President to

Hold Another Office Act） 年 に署名，

月

月 日に発効が決定。

アビザイド中東軍司令官，来訪。 月

日，首相と会談。

月 日 IMF， PRGF 最終第 次分割分

億 万 の拠出を承認。パキスタンは最

終分割分を辞退してPRGF を卒業。

日 大統領，アメリカ訪問（ 日）。

日，ブッシュ米大統領と会談。

日 大統領，イギリス，フランスを歴訪

（ 日）。 日ブレア英首相， 日シラク仏

大統領と会談。

日 中距離弾道ミサイル・ハトフ の発

射実験を行う。

日 経済調整委員会（ECC），追加的 万

の小麦輸入を承認。

日 世銀などが合わせて 億 万 の

融資を決定。

日 首相，中国訪問（ 日）。 日温家

宝首相， 日胡錦濤国家主席と会談。

日 月 日から凍結されてきた石油製

品価格の引き上げを決定。 日発効。

日 大統領，次期下院選挙を 年と発

表。 日，首相も同趣旨の発言をし，もし実

現すればパキスタン史上初めて下院議員の任

期満了が実現する。

日 保釈中のザルダーリー容疑者，殺人

事件の審理に出廷せず再逮捕される。 日，

シンド州高等裁判所が仮釈放を認める。

日 KSE 株価指数KES が ポ

イントを記録。

日 印パ間 複合的対話 第 ラウンド

が開始される（ 日，イスラマバード）。パ

キスタン，インドに対し信頼醸成措置

（CBMs）を正式に提出。

日 大統領，陸軍参謀長の職に 年ま

で留任すると演説。

月

パキスタン



参考資料参考資料 パキスタン 年パキスタン 年

国家機構図（ 年 月末現在）

政府等主要人物（ 年 月末現在）

．大統領

（陸軍参謀長兼務）

．国家安全保障会議（ ）

議 長 （ ） 大統領・陸

軍参謀長

秘書官

委 員 （ ））首相

委 員 （ ）

上院議長

委 員 （ ））

下院野党党首

委 員 （ ）下院議長

委 員 （ ）パンジ

ャーブ州首相

委 員 （ ））シ

ンド州首相

教育省�

文化・スポーツ・�
青少年問題省�

観光省�

住宅・工場省�

厚生省�

環境省�

女性・社会福祉・�
特殊教育省�

人口福祉省�

地方自治体・農村�
開発省�

カシミール問題・�
北方地域省�

宗教問題・ザッカ�
ート・ウシュル省�

労務・人的資源・�
在外パキスタン人省�

国防省�

軍需産業省�

内務省�

麻薬統制省�

外務省�

辺境地域省�

議会省�

法務・人権省�
科学技術省�

情報技術・電気通�
信省�

情報・放送省�

通信省�

港湾・海運省�

鉄道省�

法務�
長官�

大統領�

国家安全保障会議�

州知事�

州議会�

州閣僚会議�
州首相�

連邦議会�
上院・下院�

首相�
閣僚会議�

軍�
イスラーム上告法廷�
最高裁判所�

連邦イスラーム裁判所�

高等裁判所�

財務・経済問題省�

民営化・投資省�

商務省�

産業・生産省�

繊維省�

石油・天然資源省�

食糧・農業・畜産省�

水利・電力省�



委 員 （ ）北西辺

境州首相

委 員 （ ）バ

ローチスタン州首相

委 員 （ ） 統合参謀本部議長

委 員 （ ） 陸軍参

謀次長

委 員 （ ） 海軍参謀長

委 員 （ ） 空軍参謀長

．連邦政府閣内大臣

首相（財務大臣兼務） （ ）

（上席大臣）国防

（ ））

情報・放送 （ ）

商務 （ ）

文化・スポーツ・青少年問題

（ 無党派））

教育 （退役中将） （ ）

産業・生産 （ ）

労務・人的資源・在外パキスタン人

（ ）

外務

（ ）

厚生 （ ）

内務 （ ））

石油・天然資源

（ ）

食糧・農業・組合・畜産

（ ）

水利・電力 （ ）

情報技術・電気通信

（ ）

鉄道 （ ）

宗教問題・ザッカート・ウシュル

（ ））

民営化・投資

（ ）

住宅・工場 （ ））

通信 （ ）

地方自治体・農村開発

（退役判事） （ ））

カシミール問題・北方地域

（ ）

社会福祉・特殊教育 （ ）

科学技術

（ ）

辺境地域 （ ）

麻薬統制

（ ）

港湾・海運 （ ）

観光

（ 無党派）

軍需産業 （退役少佐）

（ ）

繊維 （ ）

人口福祉

（ ）

議会 （ ）

法務・人権 （ ）

環境 （退役少佐） （ ）

．国務大臣

商務 （ ）

通信

（ ）

文化・スポーツ・青少年問題

（ ）

国防 （ ）

経済問題 （ ）

教育 （ ）

経済 （ ）

財務 （ ）

食糧・農業・畜産

（ ）

パキスタン



外務 （ ）

厚生 （ ）

住宅・工場

（ ）

産業・生産 （無党派）

情報・放送 （ ）

情報技術・電気通信

（ ）

内務 （ ）

法務・人権

（ ）

地方自治・農村開発

（ ）

在外パキスタン人

（ ）

議会

（ ）

石油・天然資源

（ ）

民営化・投資

（ ）

鉄道 （ ）

宗教問題・ザッカート・ウシュル

（ ）

観光 （ ）

水利・電力 （ ）

．首相顧問

外務・法務・人権担当（上席連邦大臣扱い）

財務（連邦大臣扱い）

女性開発（連邦大臣扱い）

． 州知事

パンジャーブ州 （退役中将）

シンド州

北西辺境州（退役中将）

バローチスタン州

．国軍要人 ）

三軍統合情報局（ ）長官

（陸軍中将）

年 参考資料

， 大統領の兼職

を可能にする法 年 要旨（

年 月 日発効）

（注） ） （
） パキスタン・ムスリム連

盟カーイデ・アーザム派
） （ ） 統

一行動評議会（宗教政党 派の連合党）
） （ ） 国民連合

（親ムシャラフ派中小政党の連合）
） （

） パキスタン人
民党議員団愛国派
） 無党派（連邦政府直轄部族地

域への割当議席）
） （
） パキスタン人民党シェールパーオ派
） （

） パキスタン・ムスリム連盟
ズィヤーウル・ハク派

） （ ）
連合民族運動党

） （
） パキスタン・ムスリム連盟

機能派
）三軍の各参謀長については前出国家

安全保障会議の委員を参照。

前文── ……憲法第 条 項 号はパキ

スタンの利益となれば法律によって（大統領

の）兼職を認めており……

第 条（その他の職を兼ねることができる

者） ──パキスタンの大統領の職にある者

は，パキスタンに奉仕するためその他の職務

を兼ねることができる。その職務は，憲法第

条第 項 にあるように，また現在効力の

あるいかなる法によっても，またいかなる裁

判所の判断によっても，資格を失うものでな

いとここに宣言する。

この条項は現在大統領の職にある者にのみ

効力を有する。



主要統計主要統計 パキスタン 年パキスタン 年

基礎統計

人 口（ 万人）
労 働 力 人 口（同上）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
失 業 率（％）
為替レート（ ドル ルピー）

（注） 会計年度は 月 日 月 日。以下，同。人口，労働力人口は毎年 月 日現在の数値，そ
の他は各年度平均値。

（出所） Government of Pakistan, Finance Division, State Bank of Pakistan,
.

支出別国内総生産（名目価格） （単位 万ルピー）

（注） ）修正値。 ）暫定値。
（出所） Government of Pakistan, Finance Division, .

産業別国内総生産（ 年度価格） （単位 万ルピー）

（注） ）修正値。 ）暫定値。
（出所） 表 に同じ。

） ）

消 費 支 出
政 府
民 間
総 固 定 資 本 形 成
在 庫 増 減
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入
国 内 総 生 産（GDP）

） ）

農 業 ・ 漁 業 ・ 林 業
鉱 業 ・ 採 石
製 造 業
建 設 業
電 気 ・ ガ ス
運 輸 ・ 通 信
卸 売 ・ 小 売
金 融 ・ 保 険 ・ 不 動 産
行 政 ・ 国 防
サ ー ビ ス
国 内 総 生 産（GDP）

成 長 率（％）
海 外 純 要 素 所 得
国 民 総 生 産（GNP）



国・地域別貿易 （単位 万ルピー）

（注） ）再輸出 輸入を除く。 ）暫定値。
（出所） 表 に同じ。

国際収支 （単位 万ドル）

貿 易 収 支
輸 出（F.O.B）
輸 入（F.O.B）
貿 易 外 収 支
移 転 収 支
経 常 収 支
資 本 収 支
民 間 （長 期） 収 支
民 間 （短 期） 収 支
公 共 収 支
誤 差 脱 漏
外 貨 準 備 増 減
（出所） State Bank of Pakistan, 同， 同，

国家財政 （単位 万ルピー）

連邦政府・全 州総財源
連邦政府・全 州総支出
連邦政府 全 州財政赤字総計
赤 字 補 手 段
海 外 借 入
国 内 非 銀 行 借 入
国 内 銀 行 借 入
民 営 化
（注） 暫定値。
（出所） 表 に同じ。

年 主要統計

）

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
諸 国

ア メ リ カ
日 本
そ の 他

イスラーム諸国会議
機 構（OIC） 諸 国
南アジア地域協力
連 合（SAARC）諸 国

諸 国
そ の 他
合 計 ）
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